
- 1 -

職場討議資料 No.2

「少子化」は、「命よりカネ」の新自由主義によ

る非正規職化・低賃金化で、子どもを産み育て

る青年層総体が貧困化し、「過労死」するまで

働かなければ食べていけないくらい搾取されて

きた結果です。

「構想」はその問題に触れません。それどころ

か、さらに徹底しようとするものです。「少子化」、

「人口減少」はいよいよ進んでしまいます。

総務省は昨年、「自治体戦略2040構想」
研究会（座⻑は清家篤・慶応義塾学事顧問）
の第１次、第２次報告を発表しました。
（総務省のＨＰからダウンロードできます）

政府はこの「構想」に基づいて地方制度
調査会で審議し、今年中に地方自治法など
を抜本的に変えようとしています。

第１次報告は「わが国は少子化による急
速な人口減少と高齢化という未曽有の危機
に直面している」と
書き出しています。
「明治期の廃藩置県、
市制・町村制の制定
などによって生まれ
てきたわが国の都道
府県、市町村は、戦
後、日本国憲法と地
方自治法の下で、昭
和・平成期の市町村
合併や地方分権改革
を経て」き たが、
「人口減少時代に合っ
た新しい社会経済モ

デル」が必要があるとしています。

要は、憲法と戦後地方自治制度は古くなっ
たから改めるという改憲の主張です。その
⽴場から、職員の半減や全面⺠営化をうたっ
ています。
この「構想」が実⾏されたら、自治体と

その職員の役割は根本から変わります。も
たらされるのは、地域社会の崩壊です。
以下、⾒ていきます。
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20年４月とされる会計年度任用職員制
度の準備が遅れています。〈毎年解雇・
選別・試用１カ月〉という大問題に関わ
る「募集・能⼒実証、任用」が確定した
のは1月時点で０・８％のみ。いかに現場
の闘いと抵抗が激しいかです。条例化の

予定が「空欄」の県本部も多数あります。
都内や地方で「導入しない」と決めた自
治体も出ています。
憲法の地方自治の縛りゆえに国は強制

できません。すべては⼒関係です。攻撃
の粉砕は全く可能です。

「2040構想」は団結破壊です。これに
対して、ストで闘う労働組合の団結の強化・
拡大が最大の反撃となります。
労働組合の存亡をかけた攻防の中で、新

たに組合に結集して闘う機運が生まれてい
ます。新採の組織化を自ら先頭で進める⻘

年部の再生が始まっています。
労働組合は労働者の闘いの武器です。自

治体の全職員を非正規職にして、住⺠福祉
を切り捨て社会の崩壊をもたらす「2040
構想」を許さない！ 自治体の労組が全て
の人の怒りを結集して闘う時が来ました。

発⾏：全国労働組合交流センター自治体労働者部会 2019年4月

当局との交渉で明らかになってきたとおり、
会計年度任用職員制度は「臨時・非常勤の処遇
改善のため」のものなどでは全くありません。
むしろ安倍政権にとっては「2040構想」発動
の第一弾、〈全職員の非正規職化と権利一掃の
導水路〉と言うべきものです。
東京・特別区当局との交渉では、会計年度任

用職員制度の導入と共に、「可能な限り外部委
託を進める」ことが公言されています。ある政
令指定都市の当局は「退職した正規職の代わり
は会計年度任用職員に置き換える」と明言し、
組合は絶対反対の闘いに突入しています。
この攻防は「労働組合のない、⺠営化と非正

規職だけの社会」にすることを許さない闘いで
す。正規職・非正規職の全組合員ストを配置し
た闘いも始まっています。
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